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 Ⅴ-2-1-1 耐震設計の基本方針 
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1. 概要 

本資料は，発電用原子炉施設の耐震設計が「実用発電用原子

炉及びその附属施設の技術基準に関する規則」（以下「技術

基準規則」という。）第 4条及び第 49 条（地盤）並びに第 5
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条及び第 50 条（地震による損傷の防止）に適合することを

説明するものである。なお，上記条文以外への適合性を説明

する各資料にて基準地震動Ｓｓに対して機能を保持するとし

ているものとして，第 11 条及び第 52 条に係る火災防護設備

の耐震性についてはⅤ-2-別添 1にて，第 12 条に係る溢水防

護に係る施設の耐震性についてはⅤ-2-別添 2にて，第 54 条

に係る可搬型重大事故等対処設備の耐震性についてはⅤ-2-

別添 3にて説明する。 

 

 

①記載方針の差異（「添付書類」は記載

しない。以下同様。） 

②表現上の差異（Ⅴ-2-別添 2「溢水防

護に係る施設の耐震性に関する説明

書」の名称と整合させた。） 

③記載の適正化（柏崎刈羽原子力発電

所第 7号機（以下「KK7」という。）で

は可搬型重大事故等対処設備のみを

対象としているため。） 

2. 耐震設計の基本方針 

2.1 基本方針 

発電用原子炉施設の耐震設計は，設計基準対象施設について

は地震により安全機能が損なわれるおそれがないこと，重大

事故等対処施設については地震により重大事故に至るおそれ

がある事故又は重大事故（以下「重大事故等」という。）に

対処するために必要な機能が損なわれるおそれがないことを

目的とし，「技術基準規則」に適合する設計とする。施設の

設計に当たり考慮する基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動

Ｓｄの概要をⅤ-2-1-2「基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震

動Ｓｄの策定概要」に示す。 

 

(1) 設計基準対象施設のうち，地震により生ずるおそれがあ

るその安全機能の喪失に起因する放射線による公衆への影響

の程度が特に大きいもの（以下「耐震重要施設」という。）

は，その供用中に当該耐震重要施設に大きな影響を及ぼすお

それがある地震による加速度によって作用する地震力に対し

て，その安全機能が損なわれるおそれがない設計とする。 

 

重大事故等対処施設のうち，常設耐震重要重大事故防止設

備，常設重大事故緩和設備，常設重大事故防止設備（設計基

準拡張）（当該設備が属する耐震重要度分類がＳクラスのも

の）又は常設重大事故緩和設備（設計基準拡張）が設置され

る重大事故等対処施設（特定重大事故等対処施設を除く。）

は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，重大事故等に対

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プラント固有（設計基準拡張の有無。

以下同様。） 

 

 

 

② 
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処するために必要な機能が損なわれるおそれがない設計とす

る。 

(2) 設計基準対象施設は，地震により発生するおそれがある

安全機能の喪失（地震に伴って発生するおそれがある津波及

び周辺斜面の崩壊等による安全機能の喪失を含む。）及びそ

れに続く放射線による公衆への影響を防止する観点から，各

施設の安全機能が喪失した場合の影響の相対的な程度（「耐

震重要度」という。）に応じて，Ｓクラス，Ｂクラス又はＣ

クラスに分類（「耐震重要度分類」という。）し，それぞれ

に応じた地震力に十分耐えられる設計とする。 

 

 

重大事故等対処施設については，施設の各設備が有する重大

事故等時に対処するために必要な機能及び設置状態を踏まえ

て，常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止

設備，常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和設

備，常設重大事故防止設備（設計基準拡張），常設重大事故

緩和設備（設計基準拡張）及び可搬型重大事故等対処設備に

耐震設計上の区分を分類する。重大事故等対処施設のうち，

常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備

が設置される重大事故等対処施設（特定重大事故等対処施設

を除く。）は，上記に示す，代替する機能を有する設計基準

事故対処設備が属する耐震重要度分類のクラスに適用される

地震力に十分に耐えることができる設計とする。本施設と常

設重大事故緩和設備又は常設重大事故緩和設備（設計基準拡

張）が設置される重大事故等対処施設の両方に属する重大事

故等対処施設については，基準地震動Ｓｓによる地震力を適

用するものとする。重大事故等対処施設のうち，常設重大事

故防止設備（設計基準拡張）（当該設備が属する耐震重要度

分類がＢクラス又はＣクラスのもの）が設置される重大事故

等対処施設（特定重大事故等対処施設を除く。）は，当該設

備が属する耐震重要度分類のクラスに適用される地震力に十

分に耐えることができる設計とする。本施設と常設重大事故

緩和設備又は常設重大事故緩和設備（設計基準拡張）が設置

される重大事故等対処施設の両方に属する重大事故等対処施

設については，基準地震動Ｓｓによる地震力を適用するもの

 

 

 

 

 

 

記載の適正化（「耐震重要度」を前述し

ているため「以下」を削除。） 

記載の適正化（「耐震重要度分類」を前

述しているため「以下」を削除。） 
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とする。なお，特定重大事故等対処施設に該当する施設は本

申請の対象外である。 

 

(3) 設計基準対象施設の建物・構築物及び土木構造物（屋外

重要土木構造物及びその他の土木構造物）については，耐震

重要度分類の各クラスに応じて算定する地震力が作用した場

合においても，接地圧に対する十分な支持力を有する地盤に

設置する。 

 

常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和設備又は

常設重大事故緩和設備（設計基準拡張）が設置される重大事

故等対処施設については，基準地震動Ｓｓによる地震力が作

用した場合においても，接地圧に対する十分な支持力を有す

る地盤に設置する。 

また，常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防

止設備が設置される重大事故等対処施設については，代替す

る機能を有する設計基準事故対処設備が属する耐震重要度分

類のクラスに適用される地震力，常設重大事故防止設備（設

計基準拡張）が設置される重大事故等対処施設については，

当該設備が属する耐震重要度分類のクラスに適用される地震

力が作用した場合においても，接地圧に対する十分な支持力

を有する地盤に設置する。 

耐震重要施設については，地盤変状が生じた場合において

も，その安全機能が損なわれないよう，適切な対策を講ずる

設計とする。 

常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和設備，常

設重大事故防止設備（設計基準拡張）（当該設備が属する耐

震重要度分類がＳクラスのもの）又は常設重大事故緩和設備

（設計基準拡張）が設置される重大事故等対処施設について

は，地盤変状が生じた場合においても，重大事故等に対処す

るために必要な機能が損なわれるおそれがないよう，適切な

対策を講ずる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設計方針の差異（KK7 では，敷地に存

在する原地盤の試験結果に基づき，ば

らつき及び不確実性を考慮した上で

液状化強度特性を設定する。そのた
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これらの地盤の評価については，Ⅴ-2-1-3「地盤の支持性能

に係る基本方針」に示す。 

(4) Ｓクラスの施設（(6)に記載のもののうち，津波防護機

能を有する設備（以下「津波防護施設」という。），浸水防

止機能を有する設備（以下「浸水防止設備」という。）及び

敷地における津波監視機能を有する施設（以下「津波監視設

備」という。）を除く。）について，静的地震力は，水平地

震力と鉛直地震力が同時に不利な方向の組合せで作用するも

のとする。 

Ｓクラスの施設及び常設耐震重要重大事故防止設備，常設重

大事故緩和設備，常設重大事故防止設備（設計基準拡張）

（当該設備が属する耐震重要度分類がＳクラスのもの）又は

常設重大事故緩和設備（設計基準拡張）が設置される重大事

故等対処施設については，基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地

震動Ｓｄによる地震力は，水平 2方向及び鉛直方向について

適切に組み合わせて算定するものとする。 

 

(5) Ｓクラスの施設（(6)に記載のもののうち，津波防護施

設，浸水防止設備及び津波監視設備を除く。）は，基準地震

動Ｓｓによる地震力に対して，その安全機能が保持できる設

計とする。建物・構築物については，構造物全体としての変

形能力（終局耐力時の変形）に対して十分な余裕を有するよ

うに，機器・配管系については，塑性ひずみが生じる場合で

あっても，その量が小さなレベルに留まって破断延性限界に

十分な余裕を有し，その施設の機能を保持できる設計とす

る。動的機器等については，基準地震動Ｓｓによる地震力に

対して，当該機器に要求される機能を維持する設計とする。

このうち，動的機能が要求される機器については，当該機器

の構造，動作原理等を考慮した評価を行い，既往の研究等で

機能維持の確認がなされた機能確認済加速度等を超えないこ

とを確認する。 

また，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力の

いずれか大きい方の地震力に対しておおむね弾性状態に留ま

る範囲で耐える設計とする。 

常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和設備，常

め，その周辺地盤を強制的に液状化さ

せることを仮定した設計は行わな

い。） 

表現上の差異（Ｓクラスの施設につい

て説明する項目のため，（6）に記載の

施設のうちＳクラスの施設のみを除

く記載とした。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現上の差異（Ｓクラスの施設につい

て説明する項目のため，(6)に記載の

施設のうちＳクラスの施設のみを除

く記載とした。） 

 

表現上の差異（「技術基準規則」の表現

とあわせた。以下同様。） 
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設重大事故防止設備（設計基準拡張）（当該設備が属する耐

震重要度分類がＳクラスのもの）又は常設重大事故緩和設備

（設計基準拡張）が設置される重大事故等対処施設は，基準

地震動Ｓｓによる地震力に対して，重大事故等に対処するた

めに必要な機能が損なわれるおそれがない設計とする。建

物・構築物については，構造物全体としての変形能力（終局

耐力時の変形）に対して十分な余裕を有するように，機器・

配管系については，塑性ひずみが生じる場合であっても，そ

の量が小さなレベルに留まって破断延性限界に十分な余裕を

有し，その施設の機能を保持できる設計とする。動的機器等

については，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，当該機

器に要求される機能を維持する設計とする。このうち，動的

機能が要求される機器については，当該機器の構造，動作原

理等を考慮した評価を行い，既往の研究等で機能維持の確認

がなされた機能確認済加速度等を超えていないことを確認す

る。 

 

(6) 屋外重要土木構造物，津波防護施設，浸水防止設備及び

津波監視設備並びに浸水防止設備又は津波監視設備が設置さ

れた建物・構築物は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対し

て，それぞれの施設及び設備に要求される機能が保持できる

設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和設備，常

設重大事故防止設備（設計基準拡張）（当該設備が属する耐

震重要度分類がＳクラスのもの）又は常設重大事故緩和設備

（設計基準拡張）が設置される重大事故等対処施設の土木構

造物は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，重大事故等

時に対処するために必要な機能が損なわれるおそれがない設

計とする。 
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屋外重要土木構造物は，構造部材のうち，鉄筋コンクリート

の曲げについては，限界層間変形角又は圧縮縁コンクリート

限界ひずみに対して十分な安全余裕を持たせることとし，せ

ん断については，せん断耐力に対して妥当な安全余裕を持た

せることを基本とする。構造部材のうち，鋼管の曲げについ

ては，終局曲率に対して十分な安全余裕を持たせることと

し，せん断については，終局せん断強度に対して妥当な安全

余裕を持たせることを基本とする。ただし，構造部材の曲

げ，せん断に対する上記の許容限界に代わり，許容応力度を

適用することで，安全余裕を考慮する場合もある。なお，そ

れぞれの安全余裕については，各施設の機能要求等を踏まえ

設定する。 

 

 

津波防護施設及び浸水防止設備又は津波監視設備が設置され

た建物・構築物については，当該施設及び建物・構築物が構

造全体としての変形能力（終局耐力時の変形）及び安定性に

ついて十分な余裕を有するとともに，その施設に要求される

機能が保持できるものとする。 

浸水防止設備及び津波監視設備については，その施設に要求

される機能が保持できるものとする。 

基準地震動Ｓｓによる地震力は，水平 2方向及び鉛直方向に

ついて適切に組み合わせて算定するものとする。 

 

(7) Ｂクラスの施設は，4.1 項に示す耐震重要度分類に応じ

た静的地震力に対しておおむね弾性状態に留まる範囲で耐え

る設計とする。 

 

 

 

また，共振のおそれのあるものについては，その影響につい

ての検討を行う。その場合，検討に用いる地震動は，弾性設

計用地震動Ｓｄに 2分の lを乗じたものとする。当該地震動

による地震力は，水平 2方向及び鉛直方向について適切に組

み合わせて算定するものとする。 

Ｃクラスの施設は，4.1 項に示す耐震重要度分類に応じた静

プラント固有（適用する許容限界に応

じた記載とした。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現上の差異（「耐震設計に係る工認

審査ガイド」の表現にあわせた。） 
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的地震力に対しておおむね弾性状態に留まる範囲で耐える設

計とする。 

常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備

が設置される重大事故等対処施設は，上記に示す，代替する

機能を有する設計基準事故対処設備が属する耐震重要度分類

のクラスに適用される地震力に対して，おおむね弾性状態に

留まる範囲で耐える設計とする。 

常設重大事故防止設備（設計基準拡張）（当該設備が属する

耐震重要度分類がＢクラス又はＣクラスのもの）が設置され

る重大事故等対処施設は，当該設備が属する耐震重要度分類

のクラスに適用される地震力に対して，おおむね弾性状態に

留まる範囲で耐える設計とする。 

 

(8) 耐震重要施設及び常設耐震重要重大事故防止設備，常設

重大事故緩和設備，常設重大事故防止設備（設計基準拡張）

（当該設備が属する耐震重要度分類がＳクラスのもの）又は

常設重大事故緩和設備（設計基準拡張）が設置される重大事

故等対処施設は，それら以外の発電所内及びその周辺にある

施設（資機材等含む。）の波及的影響によって，それぞれの

安全機能及び重大事故等に対処するために必要な機能を損な

わない設計とする。 

 

(9) 設計基準対象施設及び重大事故等対処施設の構造計画及

び配置計画に際しては，地震の影響が低減されるように考慮

する。 

 

(10) Ｓクラスの施設及びその間接支持構造物等並びに常設

耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和設備，常設重

大事故防止設備（設計基準拡張）（当該設備が属する耐震重

要度分類がＳクラスのもの）又は常設重大事故緩和設備（設

計基準拡張）が設置される重大事故等対処施設は，地震動及

び地殻変動による基礎地盤の傾斜が基本設計段階の目安値で

ある 1/2000 を上回る場合，傾斜に対する影響を地震力に考

慮する。 

 

(11) 炉心内の燃料被覆管の放射性物質の閉じ込めの機能に

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現上の差異（「Ⅱ 工事計画」のう

ち，「3.原子炉冷却系統施設」の基本

設計方針の記載とあわせた。） 

 

 

 

 

 

 

プラント固有（「基礎地盤及び周辺斜

面の安定性評価に係る審査ガイド」に

基づき評価を行った結果，ガイド記載

の目安値である 1/2000 を上回る基礎

地盤の傾斜を確認したことから記載

している。） 
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ついては，以下の設計とする。 

弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力のいずれ

か大きい方の地震力に対して，炉心内の燃料被覆管の応答が

全体的におおむね弾性状態に留まる設計とする。 

基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，放射性物質の閉じ込

めの機能に影響を及ぼさない設計とする。 

2.2 適用規格 

適用する規格としては，既に認可された工事計画の添付書類

（以下「既工事計画」という。）で適用実績がある規格のほ

か，最新の規格基準についても技術的妥当性及び適用性を示

した上で適用可能とする。なお，規格基準に規定のない評価

手法等を用いる場合は，既往の研究等において試験，解析等

により妥当性が確認されている手法，設定等について，適用

条件，適用範囲に留意し，その適用性を確認した上で用い

る。 

既工事計画で実績のある適用規格を以下に示す。 

・「原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-

1987」(社)日本電気協会 

・「原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力

編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984」(社)日本電気協会 

・「原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-

1991 追補版」(社)日本電気協会 

（以降，「ＪＥＡＧ４６０１」と記載しているものは上記 3

指針を指す。） 

・建築基準法・同施行令 

・鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説－許容応力度設計

法－（（社）日本建築学会，1999 改定） 

・原子力施設鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説

（（社）日本建築学会，2005 制定） 

・鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）日本建築学

会，2005 改定） 

・鉄骨鉄筋コンクリート構造設計規準・同解説－許容応力度

設計と保有水平耐力－（（社）日本建築学会，2001 改定） 

・塔状鋼構造設計指針・同解説（（社）日本建築学会，1980

制定） 

・煙突構造設計指針（（社）日本建築学会，2007 制定） 

 

 

 

①表現上の差異（図書内での表現を

統一させた。） 

②表現上の差異（「耐震設計に係る工

認審査ガイド」の表現にあわせた。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化（適用実績の反映。） 

 

 

② ② 

① 
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・鋼構造座屈設計指針（（社）日本建築学会，1996 改定） 

・建築耐震設計における保有耐力と変形性能（（社）日本建

築学会，1990 改定） 

・建築基礎構造設計指針（（社）日本建築学会，2001 改定） 

・発電用原子力設備規格 コンクリート製原子炉格納容器規

格（（社）日本機械学会，2003） 

・各種合成構造設計指針・同解説（（社）日本建築学会，

2010 改定） 

・コンクリート標準示方書［構造性能照査編］（（社）土木

学会，2002 年制定） 

・道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）・同解説

（（社）日本道路協会，平成 14 年 3 月） 

・道路橋示方書（Ⅴ耐震設計編）・同解説（（社）日本道路

協会，平成 14 年 3 月） 

・水道施設耐震工法指針･解説（(社)日本水道協会,1997 

年版） 

・地盤工学会基準（ＪＧＳ１５２１-2003）地盤の平板載荷

試験方法 

・地盤工学会基準（ＪＧＳ３５２１-2004）剛体載荷板によ

る岩盤の平板載荷試験方法 
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ただし，ＪＥＡＧ４６０１に記載されているＡｓクラスを含

むＡクラスの施設をＳクラスの施設とした上で，基準地震動

Ｓ２，Ｓ１をそれぞれ基準地震動Ｓｓ，弾性設計用地震動Ｓｄ

と読み替える。 

なお，Ａクラスの施設をＳクラスの施設と読み替える際には

基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄを適用するものと

する。 

また，「発電用原子力設備に関する構造等の技術基準」（昭

和 55 年通商産業省告示第５０１号，最終改正平成 15 年 7 月

29 日経済産業省告示第２７７号）に関する内容については，

「発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2005 年版（2007

年追補版を含む））〈第Ⅰ編 軽水炉規格〉ＪＳＭＥ Ｓ 

ＮＣ１-2005/2007」（日本機械学会）に従うものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現上の差異（図書内での表現を統

一させた。） 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化（本図書において以下

「設計・建設規格」を使用しないた

め。） 

 

 

 

 

 

 

3. 耐震重要度分類及び重大事故等対処施設の設備の分類 

3.1 耐震重要度分類 

設計基準対象施設の耐震設計上の重要度を以下のとおり分類

する。下記に基づく各施設の具体的な耐震設計上の重要度分

 

 

表現上の差異（「技術基準規則」の表

現とあわせた。以下同様。） 
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類及び当該施設を支持する構造物の支持機能が維持されるこ

とを確認する地震動をⅤ-2-1-4「耐震重要度分類及び重大事

故等対処施設の施設区分の基本方針」の表 2－1に，申請設

備の耐震重要度分類について同資料表 2－2に示す。 

 

(1) Ｓクラスの施設 

地震により発生するおそれがある事象に対して，原子炉を停

止し，炉心を冷却するために必要な機能を持つ施設，自ら放

射性物質を内蔵している施設，当該施設に直接関係しており

その機能喪失により放射性物質を外部に拡散する可能性のあ

る施設，これらの施設の機能喪失により事故に至った場合の

影響を緩和し，放射線による公衆への影響を軽減するために

必要な機能を持つ施設及びこれらの重要な安全機能を支援す

るために必要となる施設，並びに地震に伴って発生するおそ

れがある津波による安全機能の喪失を防止するために必要と

なる施設であって，その影響が大きい施設 

 

(2) Ｂクラスの施設 

安全機能を有する施設のうち，機能喪失した場合の影響がＳ

クラスの施設と比べ小さい施設 

 

(3) Ｃクラスの施設 

Ｓクラスに属する施設及びＢクラスに属する施設以外の一般

産業施設又は公共施設と同等の安全性が要求される施設 

 

図書名称の差異 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.2 重大事故等対処施設の設備の分類 

重大事故等対処施設の設備について，耐震設計上の区分を設

備が有する重大事故等に対処するために必要な機能及び設置

状態を踏まえて，以下のとおりに分類する。下記の分類に基

づき耐震評価を行う申請設備の設備分類について，Ⅴ-2-1-4

「耐震重要度分類及び重大事故等対処施設の施設区分の基本

方針」の表 4－1に示す。 

 

(1) 基準地震動Ｓｓによる地震力に対して重大事故等に対処

するために必要な機能が損なわれるおそれのないよう設計す

るもの 

a.常設耐震重要重大事故防止設備 

 

 

 

 

 

図書名称の差異 
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常設重大事故防止設備であって，耐震重要施設に属する設計

基準事故対処設備が有する機能を代替するもの 

 

b.常設重大事故緩和設備 

重大事故等対処設備のうち，重大事故が発生した場合におい

て，当該重大事故の拡大を防止し，又はその影響を緩和する

ための機能を有する設備であって常設のもの 

 

c.常設重大事故防止設備（設計基準拡張）（当該設備が属す

る耐震重要度分類がＳクラスのもの） 

設計基準対象施設のうち，重大事故等時に機能を期待する設

備であって，重大事故の発生を防止する機能を有する常設重

大事故防止設備以外の常設のもので当該設備が属する耐震重

要度分類がＳクラスのもの 

 

d.常設重大事故緩和設備（設計基準拡張） 

設計基準対象施設のうち，重大事故等時に機能を期待する設

備であって，重大事故の拡大を防止し，又はその影響を緩和

するための機能を有する常設重大事故緩和設備以外の常設の

もの 

 

(2) 静的地震力に対して十分に耐えるよう，また共振のおそ

れのある施設については弾性設計用地震動Ｓｄに 2分の lを

乗じたものによる地震力に対しても十分に耐えるよう設計す

るもの 

 

a.常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設

備 

常設重大事故防止設備であって，耐震重要度分類がＢクラス

又はＣクラスに属する設計基準事故対処設備が有する機能を

代替するもの 

 

b.常設重大事故防止設備（設計基準拡張）（当該設備が属す

る耐震重要度分類がＢクラス又はＣクラスのもの） 

設計基準対象施設のうち，重大事故等時に機能を期待する設

備であって，重大事故の発生を防止する機能を有する常設重

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現上の差異（図書内での表現を統

一させた。） 
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大事故防止設備以外の常設のもので当該設備が属する耐震重

要度分類がＢクラス又はＣクラスのもの 

 

 

3.3 波及的影響に対する考慮 

「3.1 耐震重要度分類」及び「3.2 重大事故等対処施設の

設備の分類」に示した耐震重要施設及び常設耐震重要重大事

故防止設備，常設重大事故緩和設備，常設重大事故防止設備

（設計基準拡張）（当該設備が属する耐震重要度分類がＳク

ラスのもの）又は常設重大事故緩和設備（設計基準拡張）が

設置される重大事故等対処施設（以下「上位クラス施設」と

いう。）は，下位クラス施設の波及的影響によって，それぞ

れその安全機能及び重大事故等に対処するために必要な機能

を損なわない設計とする。 

この設計における評価に当たっては，敷地全体及びその周辺

を俯瞰した調査・検討等を行う。 

ここで，下位クラス施設とは，上位クラス施設の周辺にある

上位クラス施設以外の施設（資機材等含む。）をいう。 

耐震重要施設に対する波及的影響については，以下に示す

(1)～(4)の 4 つの事項から検討を行う。また，原子力発電所

の地震被害情報等から新たに検討すべき事項が抽出された場

合は，これを追加する。 

 

常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和設備，常

設重大事故防止設備（設計基準拡張）（当該設備が属する耐

震重要度分類がＳクラスのもの）又は常設重大事故緩和設備

（設計基準拡張）が設置される重大事故等対処施設に対する

波及的影響については，以下に示す(1)～(4)の 4 つの事項に

ついて，「耐震重要施設」を「常設耐震重要重大事故防止設

備，常設重大事故緩和設備，常設重大事故防止設備（設計基

準拡張）（当該設備が属する耐震重要度分類がＳクラスのも

の）又は常設重大事故緩和設備（設計基準拡張）が設置され

る重大事故等対処施設」に，「安全機能」を「重大事故等時

に対処するために必要な機能」に読み替えて適用する。 

 

(1) 設置地盤及び地震応答性状の相違等に起因する相対変位

又は不等沈下による影響 

a. 不等沈下 
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耐震重要施設の設計に用いる地震動又は地震力に伴う不等沈

下による，耐震重要施設の安全機能への影響 

 

b. 相対変位 

耐震重要施設の設計に用いる地震動又は地震力に伴う下位ク

ラス施設と耐震重要施設の相対変位による，耐震重要施設の

安全機能への影響 

 

(2) 耐震重要施設と下位クラス施設との接続部における相互

影響 

耐震重要施設の設計に用いる地震動又は地震力に伴う，耐震

重要施設に接続する下位クラス施設の損傷による，耐震重要

施設の安全機能への影響 

 

(3) 建屋内における下位クラス施設の損傷，転倒及び落下等

による耐震重要施設への影響 

耐震重要施設の設計に用いる地震動又は地震力に伴う，建屋

内の下位クラス施設の損傷，転倒及び落下等による，耐震重

要施設の安全機能への影響 

 

(4) 建屋外における下位クラス施設の損傷，転倒及び落下等

による耐震重要施設への影響 

耐震重要施設の設計に用いる地震動又は地震力に伴う，建屋

外の下位クラス施設の損傷，転倒及び落下等による，耐震重

要施設の安全機能への影響 

上記の観点から調査・検討等を行い，波及的影響を考慮すべ

き下位クラス施設及びそれに適用する地震動をⅤ-2-1-4「耐

震重要度分類及び重大事故等対処施設の施設区分の基本方

針」の表 2－1及び表 2－2並びに表 4－1及び表 4－2に示

す。 

上記の観点から調査・検討等を行い抽出された波及的影響を

考慮すべきこれらの下位クラス施設は，上位クラス施設の有

する機能を保持するよう設計する。 

 

 

また，工事段階においても，設計基準対象施設及び重大事故

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現上の差異（図書内での表現を統

一させた。） 

 

 

図書名称の差異 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現上の差異（KK7 では下位クラス施



17 
赤字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と東海第二発電所との差異 

  ：前回提出時からの変更箇所 

 本資料のうち，枠囲みの内容は，他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

玄海原子力発電所第3号機 東海第二発電所 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 備 考 

等対処施設の設計段階の際に検討した配置・補強等が設計ど

おりに施されていることを，敷地全体及びその周辺を俯瞰し

た調査・検討を行うことで確認する。また，仮置資材等，現

場の配置状況等の確認を必要とする下位クラス施設について

も併せて確認する。 

以上の詳細な方針は，Ⅴ-2-1-5「波及的影響に係る基本方

針」に示す。 

設の設計の際についても言及してい

る。） 

 

 

 

 

 

4. 設計用地震力 

4.1 地震力の算定法 

耐震設計に用いる地震力の算定は以下の方法による。 

(1) 静的地震力 

設計基準対象施設に適用する静的地震力は，Ｓクラスの施設

（津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備を除

く。），Ｂクラス及びＣクラスの施設に適用することとし，

それぞれ耐震重要度分類に応じて，以下の地震層せん断力係

数Ｃｉ及び震度に基づき算定するものとする。 

重大事故等対処施設については，常設耐震重要重大事故防止

設備以外の常設重大事故防止設備が設置される重大事故等対

処施設に，代替する機能を有する設計基準事故対処設備が属

する耐震重要度分類のクラスに適用される静的地震力を，常

設重大事故防止設備（設計基準拡張）（当該設備が属する耐

震重要度分類がＢクラス又はＣクラスのもの）が設置される

重大事故等対処施設に，当該設備が属する耐震重要度分類の

クラスに適用される静的地震力を，それぞれ適用する。 

 

a. 建物・構築物 

水平地震力は，地震層せん断力係数Ｃⅰに，次に示す施設の

耐震重要度分類に応じた係数を乗じ，更に当該層以上の重量

を乗じて算定するものとする。 

 

Ｓクラス  3.0 

Ｂクラス  1.5 

Ｃクラス  1.0 

ここで，地震層せん断力係数Ｃｉは，標準せん断力係数Ｃ０

を 0.2 以上とし，建物・構築物の振動特性，地盤の種類等を

考慮して求められる値とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現上の差異（KK7 では「更に」を

使用するルールとしている。以下同

様。） 
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また，必要保有水平耐力の算定においては，地震層せん断力

係数Ｃⅰに乗じる施設の耐震重要度分類に応じた係数は，Ｓ

クラス，Ｂクラス及びＣクラスともに 1.0 とし，その際に用

いる標準せん断力係数Ｃ０は 1.0 以上とする。 

Ｓクラスの施設については，水平地震力と鉛直地震力が同時

に不利な方向の組合せで作用するものとする。鉛直地震力

は，震度 0.3 以上を基準とし，建物・構築物の振動特性，地

盤の種類等を考慮し，高さ方向に一定として求めた鉛直震度

より算定するものとする。 

b. 機器・配管系 

静的地震力は，上記 a.に示す地震層せん断力係数Ｃⅰに施設

の耐震重要度分類に応じた係数を乗じたものを水平震度とし

て，当該水平震度及び上記 a.の鉛直震度をそれぞれ 20％増

しとした震度より求めるものとする。 

Ｓクラスの施設については，水平地震力と鉛直地震力は同時

に不利な方向の組合せで作用するものとする。ただし，鉛直

震度は高さ方向に一定とする。 

 

c. 土木構造物（屋外重要土木構造物及びその他の土木構造

物） 

土木構造物の静的地震力については，ＪＥＡＧ４６０１の規

定を参考に，Ｃクラスの建物・構築物に適用される静的地震

力を適用する。 

上記 a.，b.及び c.の標準せん断力係数Ｃ０等の割増し係数

の適用については，耐震性向上の観点から，一般産業施設，

公共施設等の耐震基準との関係を考慮して設定する。 

 

(2) 動的地震力 

設計基準対象施設については，動的地震力は，Ｓクラスの施

設，屋外重要土木構造物及びＢクラスの施設のうち共振のお

それのあるものに適用する。 

Ｓクラスの施設（津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視

設備を除く。）については，基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用

地震動Ｓｄから定める入力地震動を適用する。 

Ｂクラスの施設のうち共振のおそれのあるものについては，

弾性設計用地震動Ｓｄから定める入力地震動の振幅を 2分の

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



19 
赤字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と東海第二発電所との差異 

  ：前回提出時からの変更箇所 

 本資料のうち，枠囲みの内容は，他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

玄海原子力発電所第3号機 東海第二発電所 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 備 考 

1 にしたものによる地震力を適用する。 

 

屋外重要土木構造物，津波防護施設，浸水防止設備及び津波

監視設備並びに浸水防止設備又は津波監視設備が設置された

建物・構築物については，基準地震動Ｓｓによる地震力を適

用する。 

 

 

 

 

 

 

重大事故等対処施設のうち，常設耐震重要重大事故防止設

備，常設重大事故緩和設備，常設重大事故防止設備（設計基

準拡張）（当該設備が属する耐震重要度分類がＳクラスのも

の）又は常設重大事故緩和設備（設計基準拡張）が設置され

る重大事故等対処施設については，基準地震動Ｓｓによる地

震力を適用する。 

 

 

常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備

が設置される重大事故等対処施設のうち，Ｂクラスの施設の

機能を代替する共振のおそれのある施設，常設重大事故防止

設備（設計基準拡張）が設置される重大事故等対処施設のう

ち，当該設備が属する耐震重要度分類がＢクラスで共振のお

それのある施設については，共振のおそれのあるＢクラスの

施設に適用する地震力を適用する。 

常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和設備，常

設重大事故防止設備（設計基準拡張）（当該設備が属する耐

震重要度分類がＳクラスのもの）又は常設重大事故緩和設備

（設計基準拡張）が設置される重大事故等対処施設の土木構

造物については，基準地震動Ｓｓによる地震力を適用する。 

動的解析においては，地盤の諸定数も含めて材料のばらつき

による材料定数の変動幅を適切に考慮する。動的解析の方法

等については，Ⅴ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に，設

計用床応答曲線の作成方法については，Ⅴ-2-1-7「設計用床

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現上の差異（図書内での表現を統

一させた。） 
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応答曲線の作成方針」に示す。 

動的地震力は水平 2方向及び鉛直方向について適切に組み合

わせて算定する。動的地震力の水平 2方向及び鉛直方向の組

合せについては，水平 1方向及び鉛直方向地震力を組み合わ

せた既往の耐震計算への影響の可能性がある施設・設備を抽

出し，3次元応答性状の可能性も考慮した上で既往の方法を

用いた耐震性に及ぼす影響を評価する。その方針をⅤ-2-1-8

「水平 2方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価

方針」に示す。 

これらの地震応答解析を行う上で，更なる信頼性の向上を目

的として設置した地震観測網から得られた観測記録により振

動性状の把握を行う。地震観測網の概要については，Ⅴ-2-

1-6「地震応答解析の基本方針」別紙「地震観測網につい

て」に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.2 設計用地震力 

「4.1 地震力の算定法」に基づく設計用地震力は，Ⅴ-2-1-

9「機能維持の基本方針」の表 2－1に示す地震力に従い算定

するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

5. 機能維持の基本方針 

耐震設計における安全機能維持は，設計基準対象施設の耐震

重要度分類及び重大事故等対処施設の施設区分に応じた地震

動に対して，施設の構造強度の確保を基本とする。 

耐震安全性が応力の許容限界のみで律することができない施

設等，構造強度に加えて，各施設の特性に応じた動的機能，

電気的機能，気密性，止水性，遮蔽性，支持機能，通水機能

及び貯水機能の維持を必要とする施設については，その機能

が維持できる設計とする。 

気密性，止水性，遮蔽性，支持機能，通水機能及び貯水機能

の維持については，構造強度を確保することを基本とする。

必要に応じて評価項目を追加することで，機能維持設計を行

う。 

ここでは，上記を考慮し，各機能維持の方針を示す。 
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5.1 構造強度 

発電用原子炉施設は，設計基準対象施設の耐震重要度分類及

び重大事故等対処施設の施設区分に応じた地震動に伴う地震

力による荷重と地震力以外の荷重の組合せを適切に考慮した

上で，構造強度を確保する設計とする。また，変位及び変形

に対し，設計上の配慮を行う。 

自然現象に関する組合せは，Ⅴ-1-1-3「発電用原子炉施設の

自然現象等による損傷の防止に関する説明書」のうちⅤ-1-

1-3-1-1「発電用原子炉施設に対する自然現象等による損傷

の防止に関する基本方針」に従い行う。なお，Ⅴ-1-1-3「発

電用原子炉施設の自然現象等による損傷の防止に関する説明

書」のうちⅤ-1-1-3-2-1「耐津波設計の基本方針」，Ⅴ-1-

1-11「通信連絡設備に関する説明書」，Ⅴ-1-7-3「中央制御

室の居住性に関する説明書」，Ⅴ-1-9-3-1「緊急時対策所の

機能に関する説明書」及びⅤ-4-2「生体遮蔽装置の放射線の

遮蔽及び熱除去についての計算書」における耐震設計方針に

ついても本項に従う。具体的な荷重の組合せと許容限界はⅤ

-2-1-9「機能維持の基本方針」の表 3－1に示す。 

 

(1) 耐震設計上考慮する状態 

地震以外に設計上考慮する状態を以下に示す。 

a. 建物・構築物 

設計基準対象施設については以下の(a)～(c)の状態，重大事

故等対処施設については以下の(a)～(d)の状態を考慮する。 

 

(a) 運転時の状態 

発電用原子炉施設が運転状態にあり，通常の自然条件下にお

かれている状態。 

ただし，運転状態には通常運転時，運転時の異常な過渡変化

時を含むものとする。 

(b) 設計基準事故時の状態 

発電用原子炉施設が設計基準事故時にある状態。 

(c) 設計用自然条件 

設計上基本的に考慮しなければならない自然条件（積雪）。 

 

(d) 重大事故等時の状態 

 

 

 

 

①記載方針の差異（実用炉規則別表

第二にて要求されている添付書類を

記載（～のうち）した上で，当該の

添付書類を記載している。以下同

様。） 

②図書名称の差異 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設計方針の差異（KK7 では，Ⅴ-1-1-

3-1-1「発電用原子炉施設に対する自

然現象等による損傷の防止に関する

① 

② 
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発電用原子炉施設が，重大事故に至るおそれのある事故又は

重大事故の状態で，重大事故等対処施設の機能を必要とする

状態。 

b. 機器・配管系 

設計基準対象施設については以下の(a)～(d)の状態，重大事

故等対処施設については以下の(a)～(e)の状態を考慮する。 

 

(a) 通常運転時の状態 

発電用原子炉の起動，停止，出力運転，高温待機及び燃料取

替等が計画的又は頻繁に行われた場合であって，運転条件が

所定の制限値以内にある運転状態。 

(b) 運転時の異常な過渡変化時の状態 

通常運転時に予想される機械又は器具の単一の故障若しくは

その誤作動又は運転員の単一の誤操作及びこれらと類似の頻

度で発生すると予想される外乱によって発生する異常な状態

であって，当該状態が継続した場合には炉心又は原子炉冷却

材圧力バウンダリの著しい損傷が生ずるおそれがあるものと

して安全設計上想定すべき事象が発生した状態。 

(c) 設計基準事故時の状態 

発生頻度が運転時の異常な過渡変化より低い異常な状態であ

って，当該状態が発生した場合には発電用原子炉施設から多

量の放射性物質が放出するおそれがあるものとして安全設計

上想定すべき事象が発生した状態（使用済燃料に関する事象

を含む。）。 

(d) 設計用自然条件 

設計上基本的に考慮しなければならない自然条件（積雪）。 

 

(e) 重大事故等時の状態 

発電用原子炉施設が，重大事故に至るおそれのある事故，又

は重大事故の状態で，重大事故等対処施設の機能を必要とす

る状態。 

 

c. 土木構造物 

設計基準対象施設については以下の(a)～(c)の状態，重大事

故等対処施設については以下の(a)～(d)の状態を考慮する。 

 

基本方針」に示す通り，風（台風）

を他の自然現象と組み合わせない。

以下同様。） 

 

 

 

 

 

表現上の差異（技術基準規則の表現

にあわせた。以下同様。） 
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(a) 運転時の状態 

発電用原子炉施設が運転状態にあり，通常の自然条件下にお

かれている状態。 

ただし，運転状態には通常運転時，運転時の異常な過渡変化

時を含むものとする。 

(b) 設計基準事故時の状態 

発電用原子炉施設が設計基準事故時にある状態。 

(c) 設計用自然条件 

設計上基本的に考慮しなければならない自然条件（積雪）。 

 

(d) 重大事故等時の状態 

発電用原子炉施設が，重大事故に至るおそれのある事故，又

は重大事故の状態で，重大事故等対処施設の機能を必要とす

る状態。 

 

(2) 荷重の種類 

a. 建物・構築物 

設計基準対象施設については以下の(a)～(d)の荷重，重大事

故等対処施設については以下の(a)～(e)の荷重とする。 

 

(a) 発電用原子炉のおかれている状態にかかわらず常時作用

している荷重，すなわち固定荷重，積載荷重，土圧，水圧及

び通常の気象条件による荷重。 

(b) 運転時の状態で施設に作用する荷重。 

(c) 設計基準事故時の状態で施設に作用する荷重（長時間継

続する事象による荷重と，異常時圧力及び異常時配管荷重の

最大値の 2種類を考慮する。）。 

(d) 地震力，積雪荷重。 

(e) 重大事故等時の状態で施設に作用する荷重。 

ただし，運転時の状態，設計基準事故時の状態及び重大事故

等時の状態での荷重には，機器・配管系から作用する荷重が

含まれるものとし，地震力には地震時の土圧，機器・配管系

からの反力，スロッシング等による荷重が含まれるものとす

る。 

 

b. 機器・配管系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プラント固有（KK7 では「発電用原

子力設備規格 コンクリート製原子炉

格納容器規格（（社）日本機械学

会，2003）」（以下「ＣＣＶ規格」

という。）に基づく評価対象に異常時

配管荷重を考慮すべきものがある。） 
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設計基準対象施設については以下の(a)～(d)の荷重，重大事

故等対処施設については以下の(a)～(e)の荷重とする。 

 

(a) 通常運転時の状態で施設に作用する荷重。 

(b) 運転時の異常な過渡変化時の状態で施設に作用する荷

重。 

(c) 設計基準事故時の状態で施設に作用する荷重（長時間継

続する事象による荷重と，異常時圧力及び異常時配管荷重の

最大値の 2種類を考慮する。）。 

(d) 地震力，積雪荷重。 

(e) 重大事故等時の状態で施設に作用する荷重。 

 

c. 土木構造物 

設計基準対象施設については以下の(a)～(d)の荷重，重大事

故等対処施設については以下の(a)～(e)の荷重とする。 

 

(a) 発電用原子炉のおかれている状態にかかわらず常時作用

している荷重，すなわち固定荷重，積載荷重，土圧，水圧及

び通常の気象条件による荷重。 

(b) 運転時の状態で施設に作用する荷重。 

(c) 設計基準事故時の状態で施設に作用する荷重。 

(d) 地震力，積雪荷重。 

(e) 重大事故等時の状態で施設に作用する荷重。 

 

(3) 荷重の組合せ 

地震力と他の荷重との組合せは以下による。 

a. 建物・構築物（d.に記載のものを除く。） 

 

(a) Ｓクラスの建物・構築物及び常設耐震重要重大事故防止

設備，常設重大事故緩和設備，常設重大事故防止設備（設計

基準拡張）（当該設備が属する耐震重要度分類がＳクラスの

もの）又は常設重大事故緩和設備（設計基準拡張）が設置さ

れる重大事故等対処施設の建物・構築物については，常時作

用している荷重及び運転時（通常運転時又は運転時の異常な

過渡変化時）の状態で施設に作用する荷重と地震力とを組み

合わせる。 

 

 

 

 

 

 

 

プラント固有（KK7 ではＣＣＶ規格

に基づく評価対象に異常時配管荷重

を考慮すべきものがある。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化（「Ⅱ 工事計画」のう

ち，「3.原子炉冷却系統施設」の基本
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(b) Ｓクラスの建物・構築物については，常時作用している

荷重及び設計基準事故時の状態で施設に作用する荷重のうち

長時間その作用が続く荷重と弾性設計用地震動Ｓｄによる地

震力又は静的地震力とを組み合わせる。＊ 

 

 

 

(c) 常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和設

備，常設重大事故防止設備（設計基準拡張）（当該設備が属

する耐震重要度分類がＳクラスのもの）又は常設重大事故緩

和設備（設計基準拡張）が設置される重大事故等対処施設の

建物・構築物については，常時作用している荷重，設計基準

事故時の状態及び重大事故等時の状態で施設に作用する荷重

のうち，地震によって引き起こされるおそれのある事象によ

る荷重と地震力とを組み合わせる。重大事故等による荷重は

設計基準対象施設の耐震設計の考え方及び確率論的な考察を

踏まえ，地震によって引き起こされるおそれのない事象によ

る荷重として扱う。 

 

(d) 常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和設

備，常設重大事故防止設備（設計基準拡張）（当該設備が属

する耐震重要度分類がＳクラスのもの）又は常設重大事故緩

和設備（設計基準拡張）が設置される重大事故等対処施設の

建物・構築物については，常時作用している荷重，設計基準

事故時の状態及び重大事故等時の状態で施設に作用する荷重

のうち，地震によって引き起こされるおそれのない事象によ

る荷重は，その事故事象の発生確率，継続時間及び地震動の

年超過確率の関係を踏まえ，適切な地震力（基準地震動Ｓｓ

又は弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力）と組み合わせる。

この組合せについては，事故事象の発生確率，継続時間及び

地震動の年超過確率の積等を考慮し，工学的，総合的に勘案

の上設定する。なお，継続時間については対策の成立性も考

慮した上で設定する。 

以上を踏まえ，原子炉格納容器バウンダリを構成する施設

（原子炉格納容器内の圧力，温度の条件を用いて評価を行う

その他の施設を含む。）については，いったん事故が発生し

設計方針との整合。） 
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た場合，長時間継続する事象による荷重と弾性設計用地震動

Ｓｄによる地震力とを組み合わせ，その状態から更に長期的

に継続する事象による荷重と基準地震動Ｓｓによる地震力を

組み合わせる。なお，格納容器破損モードの評価シナリオの

うち，原子炉圧力容器が破損する評価シナリオについては，

重大事故等対処設備による原子炉注水は実施しない想定とし

て評価しており，本来は機能を期待できる高圧代替注水系又

は低圧代替注水系（常設）による原子炉注水により炉心損傷

の回避が可能であることから荷重条件として考慮しない。ま

た，その他の施設については，いったん事故が発生した場

合，長時間継続する事象による荷重と基準地震動Ｓｓによる

地震力とを組み合わせる。 

 

(e) Ｂクラス及びＣクラスの建物・構築物並びに常設耐震重

要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備又は常設重

大事故防止設備（設計基準拡張）（当該設備が属する耐震重

要度分類がＢクラス又はＣクラスのもの）が設置される重大

事故等対処施設の建物・構築物については，常時作用してい

る荷重及び運転時の状態で施設に作用する荷重と，動的地震

力又は静的地震力とを組み合わせる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化（「Ⅱ 工事計画」のう

ち，「3.原子炉冷却系統施設」の基本

設計方針との整合。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化（ＪＥＡＧ４６０１の

考え方に則っており，特記する必要

がないと考えられるため。） 
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注記＊：原子炉格納容器バウンダリを構成する施設について

は，異常時圧力及び異常時配管荷重の最大値と弾性設計用地

震動Ｓｄによる地震力とを組み合わせる。 

 

 

 

b. 機器・配管系（d.に記載のものを除く。） 

(a) Ｓクラスの機器・配管系及び常設耐震重要重大事故防止

設備，常設重大事故緩和設備，常設重大事故防止設備（設計

基準拡張）（当該設備が属する耐震重要度分類がＳクラスの

もの）又は常設重大事故緩和設備（設計基準拡張）が設置さ

れる重大事故等対処施設の機器・配管系については，通常運

転時の状態で施設に作用する荷重と地震力とを組み合わせ

る。 

 

(b) Ｓクラスの機器・配管系については，運転時の異常な過

渡変化時の状態及び設計基準事故時の状態のうち地震によっ

て引き起こされるおそれのある事象によって施設に作用する

荷重と地震力とを組み合わせる。 

 

 

(c) 常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和設

備，常設重大事故防止設備（設計基準拡張）（当該設備が属

する耐震重要度分類がＳクラスのもの）又は常設重大事故緩

和設備（設計基準拡張）が設置される重大事故等対処施設の

機器・配管系については，運転時の異常な過渡変化時の状

態，設計基準事故時の状態及び重大事故等時の状態で施設に

作用する荷重のうち，地震によって引き起こされるおそれの

ある事象による荷重と地震力とを組み合わせる。重大事故等

による荷重は設計基準対象施設の耐震設計の考え方及び確率

論的な考察を踏まえ，地震によって引き起こされるおそれの

ない事象による荷重として扱う。 

 

(d) Ｓクラスの機器・配管系については，運転時の異常な過

渡変化時の状態及び設計基準事故時の状態で施設に作用する

 

プラント固有（KK7 ではＣＣＶ規格

に基づく評価対象に異常時配管荷重

を考慮すべきものがある。） 

記載の適正化（原子炉建屋基礎版は

Ｓクラスの範囲であり特記する必要

がないと考えられるため。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化（ＪＥＡＧ４６０１の

考え方を記載している。） 
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荷重のうち地震によって引き起こされるおそれのない事象で

あっても，いったん事故が発生した場合，長時間継続する事

象による荷重は，その事故事象の発生確率，継続時間及び地

震動の年超過確率の関係を踏まえ，適切な地震力と組み合わ

せる。原子炉格納容器については，放射性物質の最終障壁で

あることを踏まえ，LOCA 後の最大内圧と弾性設計用地震動

Ｓｄとの組合せを考慮する。＊ 

 

(e) 常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和設

備，常設重大事故防止設備（設計基準拡張）（当該設備が属

する耐震重要度分類がＳクラスのもの）又は常設重大事故緩

和設備（設計基準拡張）が設置される重大事故等対処施設の

機器・配管系については，運転時の異常な過渡変化時の状

態，設計基準事故時の状態及び重大事故等時の状態で施設に

作用する荷重のうち地震によって引き起こされるおそれのな

い事象による荷重は，その事故事象の発生確率，継続時間及

び地震動の年超過確率の関係を踏まえ，適切な地震力（基準

地震動Ｓｓ又は弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力）と組み

合わせる。この組合せについては，事故事象の発生確率，継

続時間及び地震動の年超過確率の積等を考慮し，工学的，総

合的に勘案の上設定する。なお，継続時間については対策の

成立性も考慮した上で設定する。 

以上を踏まえ，重大事故等時の状態で施設に作用する荷重と

地震力（基準地震動Ｓｓ又は弾性設計用地震動Ｓｄによる地

震力）との組合せについては，以下を基本方針とする。原子

炉冷却材圧力バウンダリを構成する設備については，いった

ん事故が発生した場合，長時間継続する事象による荷重と弾

性設計用地震動Ｓｄによる地震力とを組み合わせ，その状態

から更に長期的に継続する事象による荷重と基準地震動Ｓｓ

による地震力を組み合わせる。また，原子炉格納容器バウン

ダリを構成する設備（原子炉格納容器内の圧力，温度条件を

用いて評価を行うその他の施設を含む。）については，いっ

たん事故が発生した場合，長時間継続する事象による荷重と

弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力とを組み合わせ，その状

態から更に長期的に継続する事象による荷重と基準地震動Ｓ

ｓによる地震力を組み合わせる。なお，格納容器破損モード

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現上の差異（よりふさわしいと思

われる表現とした。） 

表現上の差異（設置許可の記載にあ

わせた。） 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化（「Ⅱ 工事計画」のう



29 
赤字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と東海第二発電所との差異 

  ：前回提出時からの変更箇所 

 本資料のうち，枠囲みの内容は，他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

玄海原子力発電所第3号機 東海第二発電所 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 備 考 

の評価シナリオのうち，原子炉圧力容器が破損する評価シナ

リオについては，重大事故等対処設備による原子炉注水は実

施しない想定として評価しており，本来は機能を期待できる

高圧代替注水系又は低圧代替注水系（常設）による原子炉注

水により炉心損傷の回避が可能であることから荷重条件とし

て考慮しない。その他の施設については，いったん事故が発

生した場合，長時間継続する事象による荷重と基準地震動Ｓ

ｓによる地震力とを組み合わせる。 

 

(f) Ｂクラス及びＣクラスの機器・配管系並びに常設耐震重

要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備又は常設重

大事故防止設備（設計基準拡張）（当該設備が属する耐震重

要度分類がＢクラス又はＣクラスのもの）が設置される重大

事故等対処施設の機器・配管系については，通常運転時の状

態で施設に作用する荷重及び運転時の異常な過渡変化時の状

態で施設に作用する荷重と，動的地震力又は静的地震力を組

み合わせる。 

 

(g) 炉心内の燃料被覆管の放射性物質の閉じ込めの機能の確

認においては，通常運転時の状態で燃料被覆管に作用する荷

重及び運転時の異常な過渡変化時の状態のうち地震によって

引き起こされるおそれのある事象によって燃料被覆管に作用

する荷重と地震力とを組み合わせる。 

 

注記＊：原子炉格納容器バウンダリを構成する設備について

は，異常時圧力及び異常時配管荷重の最大値と弾性設計用地

震動Ｓｄによる地震力とを組み合わせる。 

 

c. 土木構造物 

(a) 屋外重要土木構造物及び常設耐震重要重大事故防止設

備，常設重大事故緩和設備，常設重大事故防止設備（設計基

準拡張）（当該設備が属する耐震重要度分類がＳクラスのも

の）又は常設重大事故緩和設備（設計基準拡張）が設置され

る重大事故等対処施設の土木構造物については，常時作用し

ている荷重及び運転時（通常運転時又は運転時の異常な過渡

変化時）に施設に作用する荷重と地震力とを組み合わせる。

ち，「3.原子炉冷却系統施設」の基本

設計方針との整合。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現上の差異（図書内での表現を統

一させた。） 

 

 

表現上の差異（KK7 では設置許可で

記載していることから，本図書でも

踏襲し，荷重の組合せについては本

項に記載する（「(4) 許容限界」に

荷重の組合せについて記載しな

い）。） 

 

プラント固有（KK7 ではＣＣＶ規格

に基づく評価対象に異常時配管荷重

を考慮すべきものがある。） 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化（「Ⅱ 工事計画」のう

ち，「3.原子炉冷却系統施設」の基本
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なお，屋外重要土木構造物及び常設耐震重要重大事故防止設

備，常設重大事故緩和設備，常設重大事故防止設備（設計基

準拡張）（当該設備が属する耐震重要度分類がＳクラスのも

の）又は常設重大事故緩和設備（設計基準拡張）が設置され

る重大事故等対処施設の土木構造物については，運転時の異

常な過渡変化時の状態，設計基準事故時の状態及び重大事故

時の状態で施設に作用する荷重のうち地震によって引き起こ

されるおそれのある事象による荷重はない。 

 

(b) その他の土木構造物及び常設耐震重要重大事故防止設備

以外の常設重大事故防止設備又は常設重大事故防止設備（設

計基準拡張）（当該設備が属する耐震重要度分類がＢクラス

又はＣクラスのもの）が設置される重大事故等対処施設の土

木構造物については，常時作用している荷重及び運転時の状

態で施設に作用する荷重と，動的地震力又は静的地震力とを

組み合わせる。なお，その他の土木構造物及び常設耐震重要

重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備又は常設重大

事故防止設備（設計基準拡張）（当該設備が属する耐震重要

度分類がＢクラス又はＣクラスのもの）が設置される重大事

故等対処施設の土木構造物については，運転時の異常な過渡

変化時の状態で作用する荷重はない。 

 

d. 津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備並びに浸

水防止設備又は津波監視設備が設置された建物・構築物 

 

(a) 津波防護施設及び浸水防止設備又は津波監視設備が設置

された建物・構築物については，常時作用している荷重及び

運転時の状態で施設に作用する荷重と基準地震動Ｓｓによる

地震力とを組み合わせる。 

(b) 浸水防止設備及び津波監視設備については，常時作用し

ている荷重及び運転時の状態で施設に作用する荷重等と基準

地震動Ｓｓによる地震力を組み合わせる。 

上記 d.(a)及び(b)については，地震と津波が同時に作用す

る可能性について検討し，必要に応じて基準地震動Ｓｓによ

る地震力と津波による荷重の組合せを考慮する。また，津波

以外による荷重については，「(2) 荷重の種類」に準じる

設計方針との整合。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化（その他の土木構造物

についても運転時の異常な過渡変化

時の状態で作用する荷重はない。） 

 

 

 

 

 

表現上の差異（「耐震設計に係る工認

審査ガイド」の表現にあわせた。） 

表現上の差異（「耐震設計に係る工認

審査ガイド」の表現にあわせた。） 
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ものとする。 

 

e. 荷重の組合せ上の留意事項 

(a) 動的地震力については，水平 2方向と鉛直方向の地震力

とを適切に組み合わせて算定するものとする。 

(b) ある荷重の組合せ状態での評価が明らかに厳しい場合に

は，その妥当性を示した上で，その他の荷重の組合せ状態で

の評価は行わないものとする。 

(c) 複数の荷重が同時に作用し，それらの荷重による応力の

各ピークの生起時刻に明らかなずれがある場合は，その妥当

性を示した上で，必ずしもそれぞれの応力のピーク値を重ね

なくてもよいものとする。 

 

(d) 設計基準対象施設において上位の耐震重要度分類の施設

を支持する建物・構築物の当該部分の支持機能を確認する場

合においては，支持される施設の耐震重要度分類に応じた地

震力と，常時作用している荷重，運転時の状態で施設に作用

する荷重及びその他必要な荷重とを組み合わせる。 

重大事故等対処施設を支持する建物・構築物の当該部分の支

持機能を確認する場合においては，支持される施設の施設区

分に応じた地震力と常時作用している荷重，重大事故等時の

状態で施設に作用する荷重及びその他必要な荷重とを組み合

わせる。 

 

(e) 地震と組み合わせる自然条件として，積雪を考慮する。

積雪は，施設の設置場所，構造等を考慮して，積雪荷重とし

て地震荷重と組み合わせる。 

 

 

 

 

 

 

(4) 許容限界 

各施設の地震力と他の荷重とを組み合わせた状態に対する許

容限界は次のとおりとし，ＪＥＡＧ４６０１等の安全上適切

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現上の差異（図書内での表現を統

一させた。） 

 

表現上の差異（施設の分類の場合は

「施設区分」，設備の分類の場合は

「設備分類」と整理した。） 
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と認められる規格及び基準又は試験等で妥当性が確認されて

いる値を用いる。 

 

a. 建物・構築物（d.に記載のものを除く。） 

 

(a) Ｓクラスの建物・構築物 

 

イ．弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力との

組合せに対する許容限界 

建築基準法等の安全上適切と認められる規格及び基準による

許容応力度を許容限界とする。ただし，冷却材喪失事故時に

作用する荷重との組合せ（原子炉格納容器バウンダリを構成

する施設における長期的荷重との組合せを除く。）に対して

は，下記ロ.に示す許容限界を適用する。 

 

ロ．基準地震動Ｓｓによる地震力との組合せに対する許容限

界 

建物・構築物が構造物全体としての変形能力（終局耐力時の

変形）について十分な余裕を有し，終局耐力に対し妥当な安

全余裕を持たせることとする（評価項目はせん断ひずみ，応

力等）。また，終局耐力は，建物・構築物に対する荷重又は

応力を漸次増大していくとき，その変形又はひずみが著しく

増加するに至る限界の最大耐力とし，既往の実験式等に基づ

き適切に定めるものとする。 

 

(b) 常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和設

備，常設重大事故防止設備（設計基準拡張）（当該設備が属

する耐震重要度分類がＳクラスのもの）又は常設重大事故緩

和設備（設計基準拡張）が設置される重大事故等対処施設の

建物・構築物 

上記(a)ロ.に示すＳクラスの建物・構築物の基準地震動Ｓｓ

による地震力との組合せに対する許容限界を適用する。 

ただし，原子炉格納容器バウンダリを構成する施設の設計基

準事故時の状態における長期的荷重と弾性設計用地震動Ｓｄ

による地震力との組合せに対する許容限界は，上記(a)イ.に

示すＳクラスの建物・構築物の弾性設計用地震動Ｓｄによる

 

 

 

表現上の差異（「Ⅱ 工事計画」のう

ち，「3.原子炉冷却系統施設」の基本

設計方針の記載とあわせた。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①表現上の差異（設置許可の記載に

あわせた。） 

②記載の適正化（「Ⅱ 工事計画」の

うち，「3.原子炉冷却系統施設」の基

本設計方針との整合。） 

 

 

 

 

 

 

 

表現上の差異（図書内での表現を統

一させた。） 

 

 

 

 

② ① 
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地震力又は静的地震力との組合せに対する許容限界を適用す

る。 

 

(c) Ｂクラス及びＣクラスの建物・構築物並びに常設耐震重

要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備又は常設重

大事故防止設備（設計基準拡張）（当該設備が属する耐震重

要度分類がＢクラス又はＣクラスのもの）が設置される重大

事故等対処施設の建物・構築物 

上記(a)イ.による許容応力度を許容限界とする。 

 

(d) 耐震重要度の異なる施設又は施設区分の異なる重大事故

等対処施設を支持する建物・構築物 

上記(a)ロ.の項を適用するほか，耐震重要度の異なる施設又

は施設区分の異なる重大事故等対処施設を支持する建物・構

築物の変形等に対して，その支持機能を損なわないものとす

る。なお，当該施設を支持する建物・構築物の支持機能が維

持されることを確認する際の地震動は，支持される施設に適

用される地震動とする。 

 

(e) 建物・構築物の保有水平耐力 

建物・構築物については，当該建物・構築物の保有水平耐力

が必要保有水平耐力に対して耐震重要度分類又は重大事故等

対処施設が代替する機能を有する設計基準事故対処設備が属

する耐震重要度分類に応じた安全余裕を有しているものとす

る。 

ここでは，常設重大事故緩和設備又は常設重大事故緩和設備

（設計基準拡張）が設置される重大事故等対処施設について

は，上記における重大事故等対処施設が代替する機能を有す

る設計基準対象施設が属する耐震重要度分類をＳクラスとす

る。 

 

b. 機器・配管系（d.に記載のものを除く。） 

(a) Ｓクラスの機器・配管系 

イ．弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力との

組合せに対する許容限界 

応答が全体的におおむね弾性状態に留まるものとする（評価

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化（「Ⅱ 工事計画」のう

ち，「3.原子炉冷却系統施設」の基本

設計方針との整合。） 

 

記載の適正化（「Ⅱ 工事計画」のう
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項目は応力等）。 

ただし，冷却材喪失事故時に作用する荷重との組合せ（原子

炉格納容器バウンダリを構成する設備，非常用炉心冷却設備

等における長期的荷重との組合せを除く。）に対しては，下

記ロ.に示す許容限界を適用する。 

 

ロ．基準地震動Ｓｓによる地震力との組合せに対する許容限

界 

塑性ひずみが生じる場合であっても，その量が小さなレベル

に留まって破断延性限界に十分な余裕を有し，その施設に要

求される機能に影響を及ぼすことがないように応力，荷重等

を制限する。 

 

(b) 常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和設

備，常設重大事故防止設備（設計基準拡張）（当該設備が属

する耐震重要度分類がＳクラスのもの）又は常設重大事故緩

和設備（設計基準拡張）が設置される重大事故等対処施設の

機器・配管系 

上記(a)ロ.に示すＳクラスの機器・配管系の基準地震動Ｓｓ

による地震力との組合せに対する許容限界を適用する。 

ただし，原子炉格納容器バウンダリを構成する設備及び非常

用炉心冷却設備等の弾性設計用地震動Ｓｄと設計基準事故時

の状態における長期的荷重との組合せに対する許容限界は，

上記(a)イ.に示すＳクラスの機器・配管系の弾性設計用地震

動Ｓｄによる地震力又は静的地震力との組合せに対する許容

限界を適用する。 

 

(c) Ｂクラス及びＣクラスの機器・配管系並びに常設耐震重

要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備又は常設重

大事故防止設備（設計基準拡張）（当該設備が属する耐震重

要度分類がＢクラス又はＣクラスのもの）が設置される重大

事故等対処施設の機器・配管系 

応答が全体的におおむね弾性状態に留まるものとする（評価

項目は応力等）。 

 

(d) チャンネルボックス 

ち，「3.原子炉冷却系統施設」の基本

設計方針との整合。） 

 

 

表現上の差異（図書内での表現を統

一させた。） 

 

 

 

 

表現上の差異（設置許可の記載にあ

わせた。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現上の差異（「Ⅱ 工事計画」のう

ち，「3.原子炉冷却系統施設」の基本

設計方針の記載とあわせた。） 

 

 

記載の適正化（「Ⅱ 工事計画」のう

ち，「3.原子炉冷却系統施設」の基本

設計方針との整合。） 
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チャンネルボックスは，地震時に作用する荷重に対して，燃

料集合体の原子炉冷却材流路を維持できること及び過大な変

形や破損を生ずることにより制御棒の挿入が阻害されないも

のとする。 

 

(e) 主蒸気逃がし安全弁排気管及び主蒸気系（外側主蒸気隔

離弁より主塞止弁まで） 

主蒸気逃がし安全弁排気管は基準地震動Ｓｓに対して，主蒸

気系（外側主蒸気隔離弁より主塞止弁まで）は弾性設計用地

震動Ｓｄに対して上記(a)ロ.に示す許容限界を適用する。 

 

(f) 燃料被覆管 

炉心内の燃料被覆管の放射性物質の閉じ込めの機能について

の許容限界は，以下のとおりとする。 

イ．弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力との

組合せに対する許容限界 

応答が全体的におおむね弾性状態に留まるものとする。 

ロ．基準地震動Ｓｓによる地震力との組合せに対する許容限

界 

塑性ひずみが生じる場合であっても，その量が小さなレベル

に留まって破断延性限界に十分な余裕を有し，放射性物質の

閉じ込めの機能に影響を及ぼさないものとする。 

 

 

 

なお，燃料の機械設計においては，燃料被覆管応力，累積疲

労サイクル，過度の寸法変化防止に対する設計方針を満足す

るように燃料要素の設計を行うが，上記の設計方針を満足さ

せるための設計に当たっては，これらのうち燃料被覆管への

地震力の影響を考慮すべき項目として，燃料被覆管応力及び

累積疲労サイクルを評価項目とする。評価においては，内外

圧力差による応力，熱応力，水力振動による応力，支持格子

の接触圧による応力等の他，地震による応力を考慮し，設計

疲労曲線としては，Langer and O'Donnell の曲線を使用す

る。 

c. 土木構造物 

表現上の差異（「Ⅱ 工事計画」のう

ち，「3.原子炉冷却系統施設」の基本

設計方針の記載とあわせた。） 

 

 

記載の適正化（「Ⅱ 工事計画」のう

ち，「3.原子炉冷却系統施設」の基本

設計方針との整合。） 

 

 

 

 

 

表現上の差異（設置許可の記載とあ

わせた。荷重の組合せについては

「(3) 荷重の組合せ」に別途記載し

ている。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

プラント固有（燃料の閉じ込めの機

能は伊方発電所第 3号機と比較を実

施しており，PWR と BWR で評価項目

等が異なるため。また，設置（変

更）許可の記載とあわせた。） 
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(a) 屋外重要土木構造物 

 

 

 

イ．静的地震力との組合せに対する許容限界 

安全上適切と認められる規格及び基準による許容応力度を許

容限界とする。 

 

ロ．基準地震動Ｓｓによる地震力との組合せに対する許容限

界 

構造部材のうち，鉄筋コンクリートの曲げについては，限界

層間変形角，曲げ耐力又は圧縮縁コンクリート限界ひずみに

対して十分な安全余裕を持たせることとし，せん断について

は，せん断耐力に対して妥当な安全余裕を持たせることを基

本とする。構造部材のうち，鋼管の曲げについては，終局曲

率に対して十分な安全余裕を持たせることとし，せん断につ

いては，終局せん断強度に対して妥当な安全余裕を持たせる

ことを基本とする。ただし，構造部材の曲げ，せん断に対す

る上記の許容限界に代わり，許容応力度を適用することで，

安全余裕を考慮する場合もある。なお，それぞれの安全余裕

については，各施設の機能要求等を踏まえ設定する。 

 

 

(b)常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和設

備，常設重大事故防止設備（設計基準拡張）（当該設備が属

する耐震重要度分類がＳクラスのもの）又は常設重大事故緩

和設備（設計基準拡張）が設置される重大事故等対処施設の

土木構造物 

上記(a)ロ.による許容限界とする。 

 

(c)その他の土木構造物及び常設耐震重要重大事故防止設備

以外の常設重大事故防止設備が設置される重大事故等対処施

設の土木構造物 

安全上適切と認められる規格及び基準による許容応力度を許

容限界とする。 

d. 津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備並びに浸

記載の適正化（常設耐震重要重大事

故防止設備，常設重大事故緩和設

備，常設重大事故防止設備（設計基

準拡張）（当該設備が属する耐震重要

度分類がＳクラスのもの）又は常設

重大事故緩和設備（設計基準拡張）

が設置される重大事故等対処施設に

対して静的地震力による評価は実施

しない。） 

 

プラント固有（適用する許容限界に応

じた記載とした。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化（常設耐震重要重大事

故防止設備，常設重大事故緩和設

備，常設重大事故防止設備（設計基

準拡張）（当該設備が属する耐震重要

度分類がＳクラスのもの）又は常設

重大事故緩和設備（設計基準拡張）

が設置される重大事故等対処施設に

対して静的地震力による評価は実施

しない。） 

 

 

 

 



37 
赤字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と東海第二発電所との差異 

  ：前回提出時からの変更箇所 

 本資料のうち，枠囲みの内容は，他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

玄海原子力発電所第3号機 東海第二発電所 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 備 考 

水防止設備又は津波監視設備が設置された建物・構築物 

津波防護施設及び浸水防止設備又は津波監視設備が設置され

た建物・構築物については，当該施設及び建物・構築物が構

造全体として変形能力（終局耐力時の変形）及び安定性につ

いて十分な余裕を有するとともに，その施設に要求される機

能（津波防護機能，浸水防止機能及び津波監視機能）が保持

できるものとする（評価項目はせん断ひずみ，応力等）。 

浸水防止設備及び津波監視設備については，その施設に要求

される機能（浸水防止機能及び津波監視機能）が保持できる

ものとする。 

 

e. 基礎地盤の支持性能 

(a) Ｓクラスの建物・構築物及びＳクラスの機器・配管系

（(b)に記載のもののうち，津波防護施設，浸水防止設備及

び津波監視設備を除く。）の基礎地盤 

 

 

 

イ．基準地震動Ｓｓによる地震力との組合せに対する許容限

界 

接地圧が，安全上適切と認められる規格，基準等による地盤

の極限支持力度に対して妥当な余裕を有することを確認す

る。 

ロ．弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力との

組合せに対する許容限界 

 

 

 

 

 

接地圧に対して，安全上適切と認められる規格，基準等によ

る地盤の短期許容支持力度を許容限界とする。 

 

(b) 屋外重要土木構造物，津波防護施設，浸水防止設備及び

津波監視設備並びに浸水防止設備又は津波監視設備が設置さ

れた建物・構築物の基礎地盤 

表現上の差異（「耐震設計に係る工認

審査ガイド」の表現にあわせた。） 

 

 

 

 

記載の適正化（「Ⅱ 工事計画」のう

ち，「3.原子炉冷却系統施設」の基本

設計方針との整合。） 

 

 

 

 

表現上の差異（(a)ロ．で大半を除く

と記載するよりも(b)，(c)として記

載した方が見やすいと考えたため。） 
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上記(a)イ.による許容限界とする。 

(c) 常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事故緩和設

備，常設重大事故防止設備（設計基準拡張）（当該設備が属

する耐震重要度分類がＳクラスのもの）又は常設重大事故緩

和設備（設計基準拡張）が設置される重大事故等対処施設の

建物・構築物，機器・配管系及び土木構造物の基礎地盤 

上記(a)イ．による許容限界とする。 

 

(d) Ｂクラス及びＣクラスの建物・構築物，Ｂクラス及びＣ

クラスの機器・配管系，その他の土木構造物並びに常設耐震

重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備又は常設

重大事故防止設備（設計基準拡張）（当該設備が属する耐震

重要度分類がＢクラス又はＣクラスのもの）が設置される重

大事故等対処施設の建物・構築物，機器・配管系及び土木構

造物の基礎地盤 

上記(a)ロ．による許容支持力度を許容限界とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現上の差異（設置許可の記載にあ

わせた。） 

 

 

 

 

 

 

5.2 機能維持 

(1) 動的機能維持 

動的機能が要求される機器は，地震時及び地震後において，

その機器に要求される安全機能を維持するため，制御棒挿入

機能に係る機器，回転機器及び弁の機種別に分類し，制御棒

挿入機能に係る機器については，燃料集合体の相対変位，回

転機器及び弁については，その加速度を用いることとし，設

計基準対象施設の耐震重要度分類及び重大事故等対処施設の

施設区分に応じた地震動に対して，各々に要求される動的機

能が維持できることを試験又は解析により確認することで，

当該機能を維持する設計とするか，若しくは応答加速度によ

る解析等により当該機能を維持する設計とする。 

弁等の機器の地震応答解析結果の応答加速度が当該機器の支

持する配管の地震応答により増加すると考えられるときは，

当該配管の地震応答の影響を考慮し，一定の余裕を見込むこ

ととする。 

 

(2) 電気的機能維持 

電気的機能が要求される機器は，地震時及び地震後におい

て，その機器に要求される安全機能を維持するため，設計基
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準対象施設の耐震重要度分類及び重大事故等対処施設の施設

区分に応じた地震動に対して，要求される電気的機能が維持

できることを試験又は解析により確認し，当該機能を維持す

る設計とする。 

Ⅴ-1-1-3「発電用原子炉施設の自然現象等による損傷の防止

に関する説明書」のうちⅤ-1-1-3-2-1「耐津波設計の基本方

針」における津波監視設備及びⅤ-1-1-11「通信連絡設備に

関する説明書」における通信連絡設備に関する電気的機能維

持の耐震設計方針についても本項に従う。 

 

(3) 気密性の維持 

気密性の維持が要求される施設は，地震時及び地震後におい

て，放射線障害から公衆等を守るため，事故時の放射性気体

の放出，流入を防ぐことを目的として，設計基準対象施設の

耐震重要度分類及び重大事故等対処施設の施設区分に応じた

地震動に対して「5.1 構造強度」に基づく構造強度の確保

に加えて，構造強度の確保と換気設備の性能があいまって施

設の気圧差を確保することで，十分な気密性を確保できる設

計とする。Ⅴ-1-7-3「中央制御室の居住性に関する説明書」

及びⅤ-1-9-3-1「緊急時対策所の機能に関する説明書」にお

ける気密性の維持に関する耐震設計方針についても本項に従

う。 

 

(4) 止水性の維持 

止水性の維持が要求される施設は，地震時及び地震後におい

て，防護対象設備を設置する建物及び区画に，津波に伴う浸

水による影響を与えないことを目的として，基準地震動Ｓｓ

による地震力に対して「5.1 構造強度」に基づく主要な構造

部材の構造健全性の維持に加えて，間隙が生じる可能性のあ

る構造物間の境界部について，地震力に対して生じる相対変

位量等を確認し，その止水性を維持する設計とする。Ⅴ-1-

1-3「発電用原子炉施設の自然現象等による損傷の防止に関

する説明書」のうちⅤ-1-1-3-2-1「耐津波設計の基本方針」

における止水性の維持に関する耐震設計方針についても本項

に従う。 

(5) 遮蔽性の維持 
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遮蔽性の維持が要求される施設については，地震時及び地震

後において，放射線障害から公衆等を守るため，設計基準対

象施設の耐震重要度分類及び重大事故等対処施設の施設区分

に応じた地震動に対して，「5.1 構造強度」に基づく構造

強度を確保し，遮蔽体の形状及び厚さを確保することで，遮

蔽性を維持する設計とする。Ⅴ-1-9-3-1「緊急時対策所の機

能に関する説明書」及びⅤ-4-2「生体遮蔽装置の放射線の遮

蔽及び熱除去についての計算書」における遮蔽性の維持に関

する耐震設計方針についても本項に従う。 

 

 

(6) 支持機能の維持 

機器・配管系等の設備を間接的に支持する機能の維持が要求

される施設は，地震時及び地震後において，被支持設備の機

能を維持するため，被支持設備の耐震重要度分類及び重大事

故等対処施設の施設区分に応じた地震動に対して，構造強度

を確保することで，支持機能が維持できる設計とする。 

建物・構築物の鉄筋コンクリート造の場合は，耐震壁のせん

断ひずみの許容限界を満足すること又は基礎を構成する部材

に生じる応力が終局強度に対し妥当な安全余裕を有している

ことで，Ｓクラス設備等に対する支持機能が維持できる設計

とする。 

 

屋外重要土木構造物については，地震力が作用した場合にお

いて，構造部材のうち，鉄筋コンクリートの曲げについて

は，限界層間変形角又は圧縮縁コンクリート限界ひずみ，せ

ん断についてはせん断耐力を許容限界とする。構造部材のう

ち，鋼管の曲げについては，終局曲率，せん断については，

終局せん断強度を許容限界とする。なお，鉄筋コンクリート

については，限界層間変形角，圧縮縁コンクリート限界ひず

み及びせん断耐力に対して，鋼管については，終局曲率及び

せん断強度に対して妥当な安全余裕をもたせることとし，機

器・配管系の支持機能が維持できる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プラント固有（適用する許容限界に応

じた記載とした。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



41 
赤字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と東海第二発電所との差異 

  ：前回提出時からの変更箇所 

 本資料のうち，枠囲みの内容は，他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

玄海原子力発電所第3号機 東海第二発電所 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 備 考 

車両型設備の間接支持構造物については，地震動に対して，

転倒評価を実施することで機器・配管系の間接支持機能を維

持できる設計とする。 

 

(7) 通水機能及び貯水機能の維持 

非常時に冷却する海水を確保するための通水機能及び貯水機

能の維持が要求される非常用取水設備は，地震時及び地震後

において，通水機能及び貯水機能を維持するため，基準地震

動Ｓｓによる地震力に対して，構造強度を確保することで，

通水機能及び貯水機能が維持できる設計とする。 

地震力が作用した場合において，構造部材の曲げについては

限界層間変形角，圧縮縁コンクリート限界ひずみ又は許容応

力度，せん断についてはせん断耐力又は許容応力度を許容限

界とする。なお，限界層間変形角，圧縮縁コンクリート限界

ひずみ及びせん断耐力に対して妥当な安全余裕をもたせるこ

ととし，通水機能及び貯水機能が維持できる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

これらの機能維持の考え方を，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方

針」に示す。なお，重大事故等対処施設の設計においては，

設計基準事故時の状態と重大事故等時の状態での評価条件の

比較を行い，重大事故等時の状態の方が厳しい場合は別途，

重大事故等時の状態にて設計を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プラント固有（適用する許容限界に応

じた記載とした。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6. 構造計画と配置計画 

設計基準対象施設及び重大事故等対処施設の構造計画及び配

置計画に際しては，地震の影響が低減されるように考慮す

る。 

建物・構築物は，原則として剛構造とし，重要な建物・構築

物は，地震力に対し十分な支持性能を有する地盤に支持させ

る。剛構造としない建物・構築物は，剛構造と同等又はそれ
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を上回る耐震安全性を確保する。 

機器・配管系は，応答性状を適切に評価し，適用する地震力

に対して構造強度を有する設計とする。配置に自由度のある

ものは，耐震上の観点からできる限り重心位置を低くし，か

つ，安定性のよい据え付け状態になるよう，「9. 機器・配

管系の支持方針」に示す方針に従い配置する。 

また，建物・構築物の建屋間相対変位を考慮しても，建物・

構築物及び機器・配管系の耐震安全性を確保する設計とす

る。 

下位クラス施設は，上位クラス施設に対して離隔をとり配置

する若しくは，上位クラス施設の有する機能を保持する設計

とする。 

 

 

 

 

 

図書構成の差異（項目名称が異なる

ため） 

 

 

表現上の差異（設置許可の記載にあ

わせた。） 

 

 

 

7. 地震による周辺斜面の崩壊に対する設計方針 

耐震重要施設及び常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大

事故緩和設備，常設重大事故防止設備（設計基準拡張）（当

該設備が属する耐震重要度分類がＳクラスのもの）又は常設

重大事故緩和設備（設計基準拡張）が設置される重大事故等

対処施設については，基準地震動Ｓｓによる地震力により周

辺斜面の崩壊の影響がないことが確認された場所に設置す

る。具体的には，「原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡ

Ｇ４６０１-2015（(社)日本電気協会）」の安定性評価の対

象とすべき斜面や，土砂災害防止法での土砂災害警戒区域の

設定離間距離を参考に，個々の斜面高を踏まえて対象斜面を

抽出する。 

上記に基づく対象斜面の抽出については，設置（変更）許可

申請書にて記載・確認されており，その結果，対象斜面がな

いことを確認している。 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化（設置許可でもＪＥＡ

Ｇ４６０１-2015 を参考に評価して

いる。） 

 

 

プラント固有（KK7 では，設置許可

にて対象斜面がないことを確認して

おり，耐震安定性評価を実施してい

ない。） 

8. ダクティリティに関する考慮 

発電用原子炉施設は，構造安全性を一層高めるために，材料

の選定等に留意し，その構造体のダクティリティを高めるよ

う設計する。具体的には，Ⅴ-2-1-10「ダクティリティに関

する設計方針」に示す。 

 

 

 

 

 

9. 機器・配管系の支持方針 図書構成の差異（項目名称が異なる
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機器・配管系本体については「5. 機能維持の基本方針」に

基づいて耐震設計を行う。それらの支持構造物については，

設計の考え方に共通の部分があること，特にポンプやタンク

等の補機類，電気計測制御装置，配管系については非常に多

数設置することからその設計方針をまとめる。具体的には，

Ⅴ-2-1-11「機器・配管の耐震支持設計方針」に示す。 

ため） 

 

 

 

 

 

 

10. 耐震計算の基本方針 

前述の耐震設計方針に基づいて設計した施設について，耐震

計算を行うに当たり，既工事計画で実績があり，かつ，最新

の知見に照らしても妥当な手法及び条件を用いることを基本

とする。一方，最新の知見を適用する場合は，その妥当性と

適用可能性を確認した上で適用する。 

耐震計算における動的地震力の水平方向及び鉛直方向の組合

せについては，水平 1方向及び鉛直方向地震力の組合せで実

施した上で，その計算結果に基づき水平 2方向及び鉛直方向

地震力の組合せが耐震性に及ぼす影響を評価する。 

 

評価対象施設のうち，配管及び弁並びに補機（容器及びポン

プ類）及び電気計装品（盤，装置及び器具）は多数施設して

いること，また，設備として共通して使用できることから，

その計算方針についてはⅤ-2-1-12「配管及び支持構造物の

耐震計算について」，Ⅴ-2-1-13「ダクト及び支持構造物の

耐震計算について」及びⅤ-2-1-14「計算書作成の方法」に

示す。 

 

評価に用いる環境温度については，Ⅴ-1-1-7「安全設備及び

重大事故等対処設備が使用される条件の下における健全性に

関する説明書」に従う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図書構成の差異（東海第二ではⅤ-2-

1-12「配管及び支持構造物の耐震計

算について」の下部にⅤ-2-1-12-1

「配管及び支持構造物の耐震計算に

ついて」及びⅤ-2-1-12-2「ダクト及

び支持構造物の耐震計算について」

という構成にしているが，KK7 では

Ⅴ-2-1-12「配管及び支持構造物の耐

震計算について」及びⅤ-2-1-13「ダ

クト及び支持構造物の耐震計算につ

いて」という構成にしている。） 

10.1 建物・構築物 

建物・構築物の評価は，基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震

動Ｓｄを基に設定した入力地震動に対する構造全体としての
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変形，並びに地震応答解析による地震力及び「4. 設計用地

震力」で示す設計用地震力による適切な応力解析に基づいた

地震応力と，組み合わすべき地震力以外の荷重により発生す

る局部的な応力が，「5. 機能維持の基本方針」で示す許容

限界内にあることを確認すること（解析による設計）により

行う。 

評価手法は，以下に示す解析法によりＪＥＡＧ４６０１に基

づき実施することを基本とする。なお，評価に当たっては，

材料物性のばらつき等を適切に考慮する。 

・時刻歴応答解析法 

・FEM 等を用いた応力解析 

具体的な評価手法は，Ⅴ-2-2「耐震設計上重要な設備を設置

する施設の耐震性についての計算書」，Ⅴ-2-3～Ⅴ-2-10 の

各申請設備の耐震計算書及びⅤ-2-11「波及的影響を及ぼす

おそれのある施設の耐震性についての計算書」に示す。ま

た，水平 2方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評

価については，Ⅴ-2-12「水平 2方向及び鉛直方向地震力の

組合せに関する影響評価結果」に示す。 

 

 

 

 

 

 

地震時及び地震後に機能維持が要求される設備については，

FEM を用いた応力解析等により，静的又は動的解析により求

まる地震応力と，組み合わすべき地震力以外の荷重により発

生する局部的な応力が，許容限界内にあることを確認する。 

建屋の評価においては，地下水排水設備を設置し，建屋基礎

スラブ底面レベル以深に地下水位を維持することから，水圧

は考慮しないこととするが，揚圧力については考慮すること

とする。地下水排水設備は，基準地震動Ｓｓによる地震力に

対して機能を維持することとし，その評価をⅤ-2-2-別添 1

「地下水排水設備の耐震性についての計算書」に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載方針の差異（重量増加の影響に

ついては補足説明資料にて説明予

定。） 

 

 

 

 

 

 

プラント固有（KK7 では原子炉建屋

以外についても地下水排水設備によ

る地下水位低下を考慮している。ま

た，建屋の基礎スラブの評価におい

て揚圧力を考慮している。） 

 

10.2 機器・配管系  
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機器・配管系の評価は，「4. 設計用地震力」で示す設計用

地震力による適切な応力解析に基づいた地震応力と，組み合

わすべき他の荷重による応力との組合せ応力が「5. 機能維

持の基本方針」で示す許容限界内にあることを確認すること

（解析による設計）により行う。 

評価手法は，以下に示す解析法によりＪＥＡＧ４６０１に基

づき実施することを基本とし，その他の手法を適用する場合

は適用性確認の上適用することとする。なお，評価に当たっ

ては，材料物性のばらつき等を適切に考慮する。 

 

・スペクトルモーダル解析法 

・時刻歴応答解析法 

・定式化された評価式を用いた解析法 

・FEM 等を用いた応力解析 

具体的な評価手法は，Ⅴ-2-1-12「配管及び支持構造物の耐

震計算について」，Ⅴ-2-1-13「ダクト及び支持構造物の耐

震計算について」，Ⅴ-2-1-14「計算書作成の方法」，Ⅴ-2-

3～Ⅴ-2-10 の各申請設備の耐震計算書及びⅤ-2-11「波及的

影響を及ぼすおそれのある施設の耐震性についての計算書」

に示す。 

また，地震時及び地震後に機能維持が要求される設備につい

ては，地震応答解析により機器に作用する加速度が振動試験

又は解析等により機能が維持できることを確認した加速度

（動的機能維持確認済加速度又は電気的機能維持確認済加速

度）以下，若しくは，静的又は動的解析により求まる地震荷

重が許容荷重以下となることを確認する。制御棒の地震時挿

入性については，加振試験結果から挿入機能に支障を与えな

い燃料集合体変位と地震応答解析から求めた燃料集合体変位

とを比較することにより評価する。 

具体的な計算手法については，Ⅴ-2-3～Ⅴ-2-10 の各申請設

備の耐震計算書に示す。 

これらの水平 2方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影

響評価については，Ⅴ-2-12「水平 2方向及び鉛直方向地震

力の組合せに関する影響評価結果」に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化（時刻歴応答解析法及

びスペクトルモーダル解析法以外の

場合でもばらつき等を適切に考慮し

ている。） 

 

 

 

 

図書構成の差異（東海第二ではⅤ-2-

1-12「配管及び支持構造物の耐震計

算について」の下部にⅤ-2-1-12-1

「配管及び支持構造物の耐震計算に

ついて」及びⅤ-2-1-12-2「ダクト及

び支持構造物の耐震計算について」

という構成にしているが，KK7 では

Ⅴ-2-1-12「配管及び支持構造物の耐

震計算について」及びⅤ-2-1-13「ダ

クト及び支持構造物の耐震計算につ

いて」という構成にしている。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

10.3 土木構造物（屋外重要土木構造物及びその他の土木構  
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造物） 

土木構造物（屋外重要土木構造物及びその他の土木構造物）

の評価は，「4. 設計用地震力」で示す設計用地震力による

適切な応力解析に基づいた地震応力と，組み合わすべき他の

荷重による応力との組合せ応力が「5. 機能維持の基本方

針」で示す許容限界内にあることを確認すること（解析によ

る設計）により行う。 

 

屋外重要土木構造物については，構造物と地盤の相互作用を

考慮できる連成系の地震応答解析手法とし，地盤及び構造物

の地震時における非線形挙動の有無や程度に応じて，線形，

等価線形，非線形解析のいずれかにて行う。なお，評価に当

たっては，材料物性のばらつき等を適切に考慮する。 

・時刻歴応答解析法 

・FEM 等を用いた応力解析 

 

その他の土木構造物の評価手法は，ＪＥＡＧ４６０１に基づ

き実施することを基本とする。 

屋外重要土木構造物の具体的な評価手法については，Ⅴ-2-2

「耐震設計上重要な設備を設置する施設の耐震性についての

計算書」及びⅤ-2-3～Ⅴ-2-10 の各申請設備の耐震計算書に

示す。また，水平 2方向及び鉛直方向地震力の組合せに関す

る影響評価については，Ⅴ-2-12「水平 2方向及び鉛直方向

地震力の組合せに関する影響評価結果」に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現上の差異（図書内での表現を統

一させた。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10.4 津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備 

津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備の評価は，

「4. 設計用地震力」で示す設計用地震力による適切な応力

解析に基づいた地震応力と，組み合わすべき他の荷重による

応力との組合せ応力が「5. 機能維持の基本方針」で示す許

容限界内にあることを確認すること（解析による設計）によ

り行う。 

津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備については，

海水貯留堰，取水槽閉止板，水密扉，津波監視カメラ，取水

槽水位計等，様々な構造形式がある。このため，これらの施

設・設備の評価は，それぞれの施設・設備に応じ，「10.1 

 

 

 

 

 

 

 

プラント固有（設備構成，名称の差

異。） 
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  ：前回提出時からの変更箇所 

 本資料のうち，枠囲みの内容は，他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

玄海原子力発電所第3号機 東海第二発電所 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 備 考 

建物・構築物」，「10.2 機器・配管系」，「10.3 土木構

造物（屋外重要土木構造物及びその他の土木構造物）」に示

す手法に準じることとする。また，水平 2方向及び鉛直方向

地震力の組合せに関する影響評価については，Ⅴ-2-12「水

平 2方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価結

果」に示す。 

 

 

 

 

 

 


